
１　バランスシート

　有形固定資産が微減（△80億円･0.3%の減） 　これまでの拡大傾向に変化

○有形固定資産の推移

　Ｈ13末　2兆9,049億円（対前年比+3.6%）

　Ｈ14末　2兆9,794億円（対前年比+2.6%）

　Ｈ15末　2兆9,957億円（対前年比+0.5%）

　Ｈ16末　2兆9,877億円（対前年比△0.3%）

○県債残高（固定負債＋流動負債）の推移

　Ｈ13末　1兆1,611億円（対前年比+5.4%）

　Ｈ14末　1兆2,350億円（対前年比+6.4%）

　Ｈ15末　1兆2,731億円（対前年比+3.1%）

　Ｈ16末　1兆2,810億円（対前年比+0.6%）

○　増減の主なもの

有形固定資産 　下北ドーム（＋21億円） 固 定 負 債 　県債（＋55億円）

　県立美術館（＋27億円） 流 動 負 債 　県債翌年度償還予定額（＋25億円）

　農林水産業費（△106億円） 　

投 資 等 　緊急地域雇用創出特別基金（△25億円） 一般財源等（△280億円）

　公共施設整備基金（△30億円）

流 動 資 産 　県債管理基金（△64億円）

　財政調整基金（△13億円）

平成１６年度普通会計バランスシート・行政コスト計算書のポイント

正味資産の部

負債の部資産の部

　県債残高の累増傾向が鈍化
　しかし、流動資産の減により短期的な負債対応力は
低下傾向

流動資産の減
県債管理基金及び財政調整基金（△64億円･△13億円）

負債が微増（＋74億円・0.5%の増）



２　行政コスト計算書

　行政コストの減（△10億円）

　収入の減（△10億円）

○　増減の主なもの

人 に 係 る も の 　人件費（△54億円） 地方交付税（△92億円）

物 に 係 る も の 　維持補修費（＋17億円） 県税（＋23億円）

移転支出的なもの 　普通建設事業費（＋20億円） 分･負担金（農村整備 国直轄分等）（＋13億円）

そ の 他 　災害復旧費（△24億円） 諸収入（小川原湖総合開発事業還付金）

　　　　（＋21億円）

　 行政コストと収入は同水準で減少
しかし、依然として行政コストを賄うため、基金
の取り崩し等で対応

行政コスト

人件費の減（△54億円）、
退職給与引当金繰入及び維持補修費の増
（23億円・17億円）等が主要因

地方交付税の減（△92億円）、
県税、分・負担金及び諸収入の増（23億円・13億円･
21億円）等が主要因

収入項目



（　）は平成16年3月31日現在の数値

有形固定資産 負債
道路、河川、港湾、学校等 県債（借入金）

２兆９，８７７億円 １兆２，８１０億円
（ ２兆９，９５７億円 ） （ １兆２，７３１億円 ）

【うち土地 ５，４６６億円 】 債務負担行為
（ ５，３６０億円 ） １６億円

（ １７億円 ）
退職給与引当金

投資等 ２，０２２億円
（ ２，０２６億円 ）

１，６９５億円 負債計 １兆４，８４８億円
（ １，８０６億円 ） （ １兆４，７７４億円 ）

流動資産 正味資産

６２８億円 １兆７，３５２億円
（ ７３８億円 ） （ １兆７，７２７億円 ）

計 ３兆２，２００億円 計 ３兆２，２００億円
（ ３兆２，５０１億円 ） （ ３兆２，５０１億円 ）

青森県普通会計のバランスシート（平成17年3月31日現在）

基金（固定的なもの）、出資金
等

資産形成に使った国の補助
金、一般財源

現金預金、基金（現金化が容
易なもの）、未収金（税等）

借方 貸方固定資産を取得す
るために使われたお
金の総額。
土地については、取
得した時のお金。
土地以外について
は、減価償却（価格
を見直す）している。

団体等への出資金
及び貸付金、公共
施設等整備基金等
の貯えているお金。

現金で持っているも
のの他、必要時に
すぐに現金化する
ことのできる基金、
県税など県に納め
てもらうお金のうち
まだ収入されてい
ないお金。

これまで道路、学
校、新幹線等を建
設するための財源と
して借金しているお
金の残高。

将来へ支払い義
務のあるもの

県の職員が年度
末に全員退職した
とした場合の退職
金

これまで道路や学
校等を建設するた
めに使ったお金の
うち国からの補助
金、税金等の県の
お金の総額

県民ひとりあたりのバランスシート

有形固定資産 負債
県債（借入金）

２，０３４千円 ８７２千円
（ ２，０２５千円 ） （ ８６１千円 ）

【うち土地 ３５１千円 】 債務負担行為
（ ３５１千円 ） １千円

（ １千円 ）
退職給与引当金

投資等 １３８千円
（ １３７千円 ）

１１６千円
（ １２２千円 ） 負債計 １，０１１千円

（ ９９９千円 ）

流動資産 正味資産
４３千円 １，１８２千円

（ ５０千円 ） （１，１９８千円 ）

計 ２，１９３千円 計 ２，１９３千円
（ ２，１９７千円 ） （２，１９７千円 ）

借方 貸方

人口１，４６８，６０８人

本県
全国の
状　 況

順位

社会資本の世代 58.1 － －
間負担比率（％） (59.2) (53.4) （19位）

予 算 額 対 4.17 － －
資産比率（年） (3.98) (3.55) （15位）

60.8 － －
(73.2) (63.7) （24位）

※ 1 　 社会資本の世代間負担比率とは、有形固定資産のうち正味資産によって形成されている
比率で、この比率が高いほど、将来世代の負担分が少ないといえます。
　 予算額対資産比率とは、資産合計が本県の収入合計の何年分に相当するか表したもので、
この比率が高いほど、ストックとしての社会資本の整備が進んできたものといえます。
　流動比率とは、１年以内に返済する必要のある負債と、その返済に充て得る資産の比率で、
この比率が高いほど、短期的な負債対応力があるといえます。
2 　全国の状況は作成・公表されている４０道府県を対象としている。
3  　県民ひとりあたりの数値を算出するにあたっては、各年度末3月31日現在の住民基本台帳
登載人口を採用している。

流動比率（％）

各種指標について

（　）は平成15年4月1日～平成16年3月31日
（単位：億円）

区分 総　額
構成
比率

総務費 民生費 衛生費
農林水
産業費

商工費 土木費 警察費 教育費 その他

人にかか 2,116 35.4 81 58 57 148 23 52 260 1,416 21

るコスト (2,147) (35.9) (78) (60) (57) (154) (23) (58) (263) (1,431) (23)

物にかか 1,829 30.6 84 45 32 556 26 855 85 137 9

るコスト (1,798) (30.0) (86) (46) (28) (557) (24) (827) (81) (140) (9)

移転支出 1,726 28.9 265 552 127 254 56 172 3 93 204

的なコスト (1,704) (28.5) (241) (540) (138) (263) (67) (171) (3) (92) (189)

その他の 305 5.1 305

コスト (337) (5.6) (337)

コスト 5,976 100.0 430 655 216 958 105 1,079 348 1,646 539

総額 (5,986.0) (100.0) (405.0) (646.0) (223.0) (974.0) (114.0) (1,056.0) (347.0) (1,663.0) (558.0)

構成 100.0 7.2 11.0 3.6 16.0 1.7 18.1 5.8 27.6 9.0

比率 (100.0) (6.9) (10.8) (3.7) (16.3) (1.9) (17.6) (5.8) (27.8) (9.2)

青森県普通会計行政コスト計算書（平成16年4月1日～平成17年3月31日）

職員の給与や
退職給与引当
金の不足分な
ど

消耗品や光
熱水費などの
需用費、有形
固定資産の
減価償却費な
ど

高齢者や児童
などへの手
当、市町村及
び団体などへ
の補助金など

災害復旧費、
県債の利子、
納入されな
かった税金な
ど

県民ひとりあたりの行政コスト収入項目

本県 全国の状況 順位

１４４，０９２円 － －
（ １４５，１３６円 ） （ １２０，０２６円） （８位）

１２４，５１２円 － －
（ １２１，５３４円 ） （ ７３，３６３円 ） （８位）

１１７，５５４円 － －
（ １１５，１６７円 ） （ ８７，８１５円 ） （５位）

２０，７８１円 － －
（ ２２，８２４円 ） （ １６，４８９円 ） （６位）

４０６，９３９円 － －
（ ４０４，６６１円 ） （ ２９７，６９３円 ） （７位）

※  全国の状況は作成・公表されている３３道府県を対象としている。

その他のコスト

コスト総額

人にかかるコスト

物にかかるコスト

移転支出的なコスト

（単位：億円）

385
（ 337 ）

1,072
（ 1,105 ）

3,771
（ 3,796 ）

5,228
（ 5,238 ）

収入項目

使用料・手数料等

国庫支出金

一般財源

順位

－
（１９位）

－
（１３位）

－
（１９位）

－
（１５位）

－
（１６位）

（参考）行政コスト総額



移転支出的なもの

物に係るもの

人に係るもの

商工費
105億円
1.7%

諸支出金
186億円
3.1%衛生費

216億円
3.6%

公債費
270億円
4.5%

警察費
348億円
5.8%

総務費
430億円
7.2%

民生費
655億円
11.0%

農林水産業費
958億円
16.0%

土木費
1,079億円
18.1%

教育費
1,646億円
27.6%

災害復旧費
36億円
0.6%

その他
3億円
0.1%

議会費
13億円
0.2%

労働費
31億円
0.5%

人に係るもの

物に係るもの

移転支出的なもの

行政コスト
5,976億円
県民一人当たり

41万円

行政コストの内訳（目的別・性質別）
（平成16年4月1日～平成17年3月31日）

2兆9,877億円
（92.8%)

8,083億円(25.1%)

9,269億円(28.8%)

1兆3,815億円
(42.9%)

［資産］　3兆2,200億

［負債］
　1兆4,848億
円

普 通 会 計 バ ラ ン ス シ ー ト
(平成17年3月31日現在）

［正味資産］
　1兆7,352億円

1.有形固定資産

1.国庫支出金

2.一般財源等

2.流動負債　1,033億円
　　　　　　(3.2%)

3.流動資産 628億円(1.9%)

1.固定負債

2.投資等 1,695億円(5.3%)


